
（単位：％）
85年

人口（３月末） 7.8 7.9 8.0 8.0 (2002年) 1,011 万人( 0.00 )
域内総生産（年度） 6.8 7.6 7.6 7.7 (99年度) 38 兆円( 0.2 )
製造品出荷額等 7.8 10.5 11.7 *3 12.0 (2001年) 34 兆円( △ 4.7 )
卸売販売額 *1 2.0 3.5 *2 3.7 3.7 (99年) 18 兆円( △ 1.8 )
小売販売額 *1 7.1 7.6 *2 7.8 7.9 (99年) 11 兆円( △ 2.1 )
注１ *1:74年、*2:94年、*3:2001年速報値。
注２　(　)は前年比増減率を表す。ただし、卸売、小売販売額は97年調査比増減率。
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北関東

１． 主要経済指標の対全国シェアの推移

２． 産業・就業構造

� 域内総生産に占める産業別構成比の推移

� 就業構造の変遷（業種別構成比の推移）

第２章 地域別にみた経済情勢
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� 北関東地域の特徴

域内人口は１，０１１万人（２００１年）で、前年と同程度である（６５歳以上人口の比率は１９．１％）。

域内総生産は３８兆円（９９年度）で対前年度比０．２％増加し、製造品出荷額等は３４兆円（２００１年

速報）で対前年比４．７％減少した。主な指標の対全国シェアの推移をみると、域内人口が９５年

と２００２年、卸売販売額が９４年と９９年の比較においてそれぞれ変化はない。域内総生産と製造品

出荷額等、小売販売額はシェアが上昇した。

域内総生産に占める産業別構成比をみると、９９年度においては、全国に比べて製造業、建設

業の割合が高く、卸小売業、不動産業、運輸・通信業、サービス業の割合が低い。８５年度から

の構成比の推移をみると、不動産業、サービス業等は構成比が上昇したが、製造業、卸小売業

等は構成比が低下した。建設業は９０年度との比較では低下したが、８５年と比較するとほぼ同水

準となっている。

就業者の産業別構成比の推移をみると、製造業は低下しているものの、卸売・小売、飲食

店、サービス業は上昇している。建設業は９５年までは上昇したものの、２００１年はほぼ同水準と

なっている。

３．２００１年度から２００２年央までの経済動向

２００１年中は、住宅建設が前半にやや増加したものの、鉱工業生産が減少を続けるとともに、

大型小売店販売額も減少幅が拡大するなど景気の悪化が続いた。２００２年前半には、大型小売店

販売額の減少幅がやや縮小し、携帯電話向けの電子部品や民生用電子機器向けの半導体を中心

に鉱工業生産が増加傾向に転じ、有効求人倍率も横ばいとなるなど、景況は下げ止まり、持ち

直しの動きがみられる。

生産活動：鉱工業生産（関東全域）は、２００１年中は減少が続いた。電気機械では半導体集積

回路を中心に、一般機械でも半導体製造装置を中心に減少が続き、輸送機械につ

いては、小型自動車が増加したものの、普通自動車の低迷から減少傾向となっ

た。２００２年に入ってからは、在庫調整の進展等から鉱工業生産は緩やかに増加し

ている。４－６月期には、半導体や携帯電話向けの電子部品が好調であることな

どから増加傾向にある。

個人消費：大型小売店販売額は、消費者の低価格志向などから前年を下回る状況が続いた。

２００１年４月以降、百貨店販売額はおおむね横ばいとなっている。スーパーでは、

店舗数の増加も重なり、店舗調整済み売上高は前年を下回り続けた。特に２００１年

１０月には BSE問題により食料品の売上が減少し、売上高の減少幅は拡大した

が、２００２年度に入り飲食料品の伸びにより売上高減少幅はやや縮小した。乗用車

新規登録・届出台数は、２００１年には若干減少したが、２００２年４－６月には新型車

効果により増加した。

建設活動：公共工事請負金額は、２００１年７－９月期には前年比横ばい、２００２年４－６月期に

は前年を上回ったが、それ以外の四半期には前年を下回った。新設住宅着工戸数
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は、２００１年度当初に増加したものの、持ち家の減少により緩やかに減少した。

設備投資：２００１年度は、製造業が下期に大きく前年を下回ったものの、非製造業が前年を上

回ったため、全産業では前年を上回った。２００２年度計画は、非製造業が上期で大

幅に上回るものの、製造業が年度を通して下回っているため、全産業ではほぼ前

年と同水準となっている（関東全域）。

雇用情勢：２００１年は、有効求人倍率の低下する中で完全失業率は前年水準を上回り、厳しい

状況となった。２００２年に入ってからは、有効求人倍率が横ばいとなっているもの

の、完全失業率は前年を上回っている。

企業倒産：２００１年の企業倒産件数は増加したが、増加率は縮小した。２００２年に入り前年比増

加が続いていたが、４－６月期には前年比で減少した。

４． 「景気ウォッチャー調査」にみる北関東地域の景況

・現状判断 DIは、２００１年１０月の２５．０以降、２００２年５月の４５．３まで上昇した。２００２年６～９月

には、ほぼ横ばいで推移し、調査開始以来２４か月連続で５０を下回った。

第２章 地域別にみた経済情勢
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５．北関東地域の主要経済指標

（単位：％）

鉱工業生産指数
(関東全域）

乗用車新
規登録・
届出台数

公共工事
請負金額

新設住宅
着工戸数 有効求人倍率

企業倒産
件数

［季節調整済、
前期(月)比］ 合  計 百貨店 スーパー ［前年同期(月)比］

［前年同期
(月)比］

［前年同期
(月)比］ ［季節調整済］ ［前年同期(月)比］

1999年 △ 0.2 △ 6.0 △ 3.4 △ 7.4 1.0 △ 9.0 1.7 0.68 △ 9.2

2000年 5.2 △ 4.5 △ 2.8 △ 5.4 3.0 △ 13.8 △ 5.7 0.86 26.4

2001年 △ 7.6 △ 2.7 △ 1.1 △ 3.6 △ 0.7 △ 8.9 △ 4.0 0.79 2.9

2001年４～６月 △ 3.5 △ 1.8 0.9 △ 3.1 △ 1.3 △ 14.1 1.7 0.85 3.6

７～９月 △ 5.6 △ 2.2 △ 0.5 △ 3.0 2.0 0.1 △ 4.0 0.77 △ 6.9

10～12月 △ 3.2 △ 3.9 △ 1.6 △ 5.1 △ 2.2 △ 1.3 △ 5.0 0.64 18.7

2002年１～３月 △ 0.3 △ 4.1 △ 0.8 △ 5.6 △ 2.1 △ 19.8 △ 9.7 0.60 5.0

４～６月 3.1 △ 2.1 △ 0.8 △ 2.7 6.1 4.8 △ 0.5 0.62 △ 5.0

2001年　４月 △ 1.7 △ 1.8 1.1 △ 3.2 △ 2.6 △ 14.3 △ 2.3 0.87 △ 13.2

５月 △ 1.8 △ 1.6 △ 0.4 △ 2.1 1.7 △ 16.6 2.1 0.86 13.5

６月 △ 1.5 △ 2.1 2.1 △ 4.0 △ 2.6 △ 11.6 5.3 0.82 17.8

７月 △ 2.4 △ 2.1 △ 2.5 △ 1.8 6.7 13.0 4.6 0.80 △ 37.0

８月 △ 1.2 △ 2.6 △ 1.2 △ 3.2 1.7 △ 6.7 △ 6.4 0.77 8.7

９月 △ 2.9 △ 1.9 2.9 △ 4.2 △ 2.4 △ 5.3 △ 9.3 0.73 15.0

１０月 △ 0.1 △ 6.8 △ 4.5 △ 8.0 1.9 5.2 △ 6.1 0.67 22.5

１１月 △ 1.8 △ 1.8 1.4 △ 3.5 △ 3.9 △ 1.8 △ 6.3 0.63 43.8

１２月 1.2 △ 3.1 △ 1.6 △ 3.9 △ 4.0 △ 9.6 △ 2.5 0.61 △ 9.6

2002年　１月 △ 1.4 △ 3.4 1.0 △ 5.4 1.2 △ 14.9 △ 6.5 0.60 0.0

２月 1.3 △ 7.2 △ 5.4 △ 8.0 △ 1.7 △ 46.4 △ 8.4 0.60 12.0

３月 0.3 △ 2.0 1.0 △ 3.5 △ 4.0 △ 6.7 △ 13.2 0.60 3.7

４月 0.8 △ 3.3 △ 2.4 △ 3.6 11.3 0.3 1.4 0.62 2.2

５月 2.6 △ 2.6 △ 1.4 △ 3.2 9.2 16.3 3.4 0.62 1.2

６月 △ 0.6 △ 0.5 1.4 △ 1.3 △ 0.4 △ 0.2 △ 6.0 0.63 △ 18.6

（備考） １．主要経済指標の対全国シェアの推移は、以下により作成。
　　・人口：総務省「住民基本台帳人口要覧」
　　・域内総生産：内閣府経済社会総合研究所「県民経済計算年報」
　　・製造品出荷額等：経済産業省「工業統計表」
　　・卸売販売額、小売販売額：経済産業省「商業統計表」
２．経済・産業構造
　　・総生産に占める産業別構成比：内閣府経済社会総合研究所「県民経済計算年報」により作成。
　　・就業構造の変遷：総務省統計局「労働力調査報告」により作成。
３．主要経済指標
　　・鉱工業生産：各経済産業局調べ。南関東を含む関東全域の数値。
　　・大型小売店販売額：各経済産業局調べ。
　　・乗用車新規登録・届出台数：日本自動車販売連合会「自動車登録統計情報」、
　　　　全国軽自動車協会連合会「軽自動車新車日報累計表」により作成。
　　・公共工事請負金額：保証事業会社協会「公共工事前払金保証統計」により作成。前年比
　　　の数字は年度比較。
　　・新設住宅着工戸数：国土交通省「建築着工統計」により作成。前年比の数字は年度比較。
　　・有効求人倍率：厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成。
　　　　ただし、北海道、沖縄を除き内閣府で季節調整を行った。
　　・企業倒産件数：（株）東京商工リサーチ調べ。

大型小売店販売額
［店舗調整済、
前年同期（月）比］
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